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研究成果の概要： 

本研究は、埼玉大学が位置する「さいたま市内」の幼稚園・保育園に在籍する、外
国人園児とその保護者が抱える共生に関する緊急のニーズを把握し、幼稚園・保育園
などを含めた地域を総合的に支援するプログラムを開発し、より広域な範囲にも提案
できるものとすることを目的として行った。具体的には、先進的な取り組みをしてい
る幼稚園・保育園に聞き取り調査をし、多文化共生保育に関する保育者を対象とする
研修プログラム、情報提供マップ、対話集の作成を行った。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 800,000 240,000 1,040,000 

2008 年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,700,000 510,000 2,210,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教育学 
キーワード：外国人幼児・幼稚園・保育園・保護者・共生 
 
 
１．研究開始当初の背景 

これまで幼稚園・保育園の園長や保育者な
どに対する質問紙調査や聞き取り調査によ
る研究で、外国人園児の受け入れに関する実
態が明らかにされてきた。その結果、保護者
とのコミュニケーションの問題が大きく、通
訳や専門職員の配置、書類の翻訳等の必要性
が浮かび上がってきた。さらに、そこで残さ
れた課題が、その後の外国人園児の就園状況

にも影響を与える可能性が分かってきた。ま
た、外国人園児の保護者からは、就園を継続
するに際しては、「言語」の違いがもっとも
大きな障害になっていることが指摘され、外
国人園児の家庭と園、そして地域の相互交流
の必要性が明らかになってきた。しかし、こ
れまでの多くの研究は提言に留まり、具体的
な体制を作るための検討は少なく、特に就学
前の段階については研究が非常に少な
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かった。 
現在、埼玉大学周辺のさいたま市桜区

内の幼稚園・保育園では、埼玉大学に在
籍する留学生の子どもを含め、両親ある
いは片親が外国籍の子どもが増加して
いる。特に、日本国内で多いとされる外
国籍（中国・ブラジル・韓国・フィリピ
ン・ペルー）以外の国、例えば、エジプ
ト・スリランカ・インドネシア等の子ど
もが多い特徴がある。しかし、外国人の
乳幼児やその家族を支援する体制が整
っていないため、幼児が幼稚園・保育園
に入園すると言語の相違だけでなく、文
化や宗教などの様々な相違や慣習の違
いがもたらすトラブルが生じていた。そ
のため、地域（さいたま市桜区）の実情
に合った就学前の段階での支援体制が
必要とされている。 
 
２．研究の目的 

本研究は、以下の2点を目的とした。 
（1）埼玉大学が位置する「さいたま市

内」の私立幼稚園・公立及び私立保育
園に在籍する、外国人園児とその保護
者が抱える共生に関する緊急のニー
ズを把握すること 

（2）幼稚園・保育園などを含めた地域
を総合的に支援するプログラムを開
発し、より広域な範囲にも提案できる
ものとすること 

 
３．研究の方法 
（1）聞き取り調査 

共生プログラムを作成するにあたり、
外国人園児を積極的に受け入れ、保護者
や地域を含めたネットワークを形成し
ている幼稚園・保育所において聞き取り
調査を行った。 

 
1）埼玉県私立 A幼稚園 
調査期間：2008 年 7 月 8日（火） 
調査対象：園長、（外国人園児の担任経験の
ある）保育者 5名、事務職員 1名 
 
2）東京都公立 B保育園 
調査期間：2008 年 11 月 26 日（水） 
調査対象：園長 
 
3）神奈川県私立 C保育園 
調査期間：2009 年 2 月 6日（金） 

2009 年 3 月 26 日（木） 
調査対象：副園長 
 
（2）聞き取り調査と資料収集 
以上の保育現場での調査に加えて、埼玉大
学の立地するさいたま市桜区と埼玉大学国
際交流会館における取り組みを調査した。 

 
1）さいたま市桜区役所 
対象：区民課担当者 
内容：さいたま市桜区の居住外国人への対応 
 
2）埼玉大学国際交流会館 
対象：埼玉大学国際交流会館職員 
内容：埼玉大学国際交流会館での取り組み 
 
４．研究成果 
（1）幼稚園・保育園の実態と支援体制 
各園における聞き取り調査の結果は、以下

の通りである。 
 
1）埼玉県私立 A幼稚園 
 外国人園児を比較的多く受け入れている
園であり、現在はアジア・中東出身の園児が
通う。 
保育者の変化としては、外国人園児を毎年

受け入れることを通して、保育者も成長しつ
つある。 

支援体制としては、保育料等の減免や制服
貸し出し、夏祭りの浴衣貸し出し等がある。 
保護者への支援として、（保育者によって

は）配布物に平仮名でルビ振りをしている。
また、以前は、外国人の保護者を集めて、通
訳も交えて保育者たちで話し合いをもって
いた。しかし、最近は、日本語を話せる外国
人保護者も多く、日本語の分かる外国人保護
者と日本語の分からない外国人保護者が友
達であるため、手続きなどはほとんど保護者
に助けられている。 
保育者は、外国人園児の保育に関して「問

題はない」としつつも、保護者への情報発信
の方法を模索中である。 
（例 外国人園児が日本人園児にはさみを
向けたとき、なぜそれがいけなかったのかを
保護者に説明できないなど） 
以前に埼玉大学乳幼児講座が中心となっ

て、外国人園児の母語による対話集を作成し
たが、あまり活用されていないため、対話集
を使いやすい形へ改良する必要性が浮かび
上がった。 
 
2）東京都公立 B保育園 
 園児の保護者の出身国は 12ヶ国にわたり、
園児全体の 70%位、クラスによっては、78.5%
の園児が外国の背景をもつ。 
保護者との関わりでは、相手を知ろうとす

る態度、園側が他国の習慣について「教えて
もらう」姿勢でいることが大切であると考え
ている。例えば、各行事の際には、保護者の
母国では行事をどのように行うのか、など保
育者が積極的にきいている。また、習慣の違
いなどを規制する前に保護者の背景を尊重
し、待つ姿勢でいる。さらに、園側・保育者
等が多文化交流を楽しむという意識改革を



行っている。また、子どもたちは、韓国の歌
や手遊びなどを楽しんでいる。 
ただし、保育は、日本の保育を行っており、

面接時に保護者に「日本の習慣、日本のルー
ルで育てます」と話している。また、食習慣
に関しても「ここは日本の保育園なので、日
本のルール・日本の習慣と、文化も日本のも
のを伝えていきます」と伝えている。 

保護者とのコミュニケーションでは、地域
（区役所・小学校・幼稚園等）と積極的に連
携をとり、電話による通訳や翻訳を依頼した
り、情報交換を行っている。例として、行事
の感想を保護者に母語で書いてもらい、それ
を日本語に翻訳依頼し、保護者の思いを知る
ようにしている。遠足の持ち物などは、絵で
描いても伝わらないことがあるため、区役所
の通訳担当者等に電話をし、電話を介して連
絡事項を母語で伝えられるようにしている。 

また、保護者にとって分かりやすいように、
1 日の流れや 1 年間の行事など、写真を用い
て工夫をしている。クラス便りなど、園から
の配布物はすべてルビ振りをして保護者に
渡すようにしている。 
 
3）神奈川県私立 C保育園 
 6 ヶ国（6 つの文化）を背景にもつ園児が
在園し、両親の文化が日本のみの園児は 1/3
位である。ただし、国籍は圧倒的に日本国籍
が多い。 
 園では、苦しみをもっている人たちから学
ぶ姿勢で、どのようにその人たちに寄り添っ
ていくかを大切に考えている。 
保護者への支援では、園が独自に作成した

言語別（6 言語）の連絡帳を使用し、保護者
が母語で連絡帳を書けるようにしている。さ
らに、園児と同じ背景や母語の外国人の職員
（常勤）も 2名おり、多言語による相談も行
っている。 
 保育にも多文化を取り入れていれており、
行事も多文化に配慮している。例として、多
言語による壁画・献立表・手遊び・絵本・紙
芝居、世界地図が用意されている。また、保
育所では 1日 2回食事（昼食とおやつ）があ
るため、食べることも大切にしている。多文
化な給食では、日本の地域文化（沖縄・北海
道など）も含め、保護者からその文化の食事
のレシピを教わり、園で調理している。園児
の背景にある文化の食事を提供することに
意味がある。 
 また、地域に積極的に関わり、行政ととも
に多言語による子育てガイドの作成をして
いる。さらに、（園児が入学するすべての）
小学校訪問、教育委員会への働きかけも行っ
ている。また、近隣の小学校 4校・総合施設・
保育園で交流会を設け、情報交換をしている。 
 

これらの結果をまとめると、以下の3

点が明らかになった。 
①それぞれの背景をもつ保護者・園児に

対する運営主体の姿勢が、保護者と園
児のニーズを汲み取る条件であるこ
と、そのため保育者の意識改革が求め
られること 

②園側が、行政やNPO法人等に対し、積
極的な地域連携、情報交換等、能動的
に取り組みを実践し、子どもが園に在
籍する期間だけでなく、その後の成長
をも見通してネットワークを広げる
ことが必要であること 

③保育に多様な文化を取り入れること
が、園児の他者の文化への尊重と、更
に他者に対する寛容性や受容性を育
む土壌となること 

 
（2）さいたま市・桜区と埼玉大学国際交流
会館での取り組み 
 次に、さいたま市・桜区と埼玉大学国際交
流会館での取り組みの結果を述べる。 
 
1）さいたま市・桜区 
 さいたま市の外国人人口は、市の総人口の
約 1.4％であり、その内の 11％が、埼玉大学
の立地する桜区に居住している。 
桜区役所では、さいたま市の作成した市の

情報誌の翻訳版を用意し、また「さいたま市
国際交流協会(SAGA)」が毎月発行している
情報誌「ぷらら」を区役所内に常時備えてい
る。桜区役所では、各窓口で翻訳された資料
等を配布する他、個別な対応を行っている。   
さいたま市役所子育て支援課では、さいた

ま市の「児童手当制度」の内容を英訳したも
のを備えている。 
 
2）埼玉大学国際交流会館 
埼玉大学は、16 カ国 28 大学と大学間交流

協定を結び、また 13 カ国 16 の大学の諸部局
と部局間交流協定を締結している。 
留学生とその家族を入居者とする国際交

流会館には、現在、中東、アジアを中心とす
る留学生が居住している。留学生の相談窓口
としては、国際交流センターの「留学生相談
室」が請け負っているが、留学生の家族の個
別な生活上の事柄については、国際交流会館
事務室に常駐する職員が対応している。 
留学生、または留学生の配偶者からの、子

どもに関わる相談内容のうち、幼稚園・保育
所に関しては、安価な保育料、英語の話せる
教員の有無などが聞かれる。 
また、より喫緊の課題としては、医療にか

かわる問題が多い。具体的には、イスラム教
徒である場合は英語が可能な女医のいる産
婦人科が必要であるが非常に稀である。また、
乳幼児や児童をもつ留学生家族にとって必
要な、英語対応の可能な小児科医も少ないこ



とが問題として挙げられ、妊産婦の検診や、
児童の予防接種が受けられないこともある
という。そのため、国際交流会館の職員が診
察室まで付き添うなど、個別の対応がなされ
ている。 

 
これらの結果をまとめると、以下の 2点が

明らかになった。 
①埼玉大学国際交流センター、国際交流会館

は、さいたま市桜区に居住する外国人にと
って、重要な情報源であること。また、逆
に言えば、この地域における外国人家庭が
よりよい条件の下で子育てをしていくた
めの要望が集約される場であること 

②従って、埼玉大学を中心とする外国人園
児及び保護者への有効な情報の提供
が必要であり、それらの情報を外国人
家族だけでなく、地域全体に発信する
ことが、地域における共生において必
要であること 

 
以上の結果を受けて、外国人園児と保

護者を含む総合的な支援体制の基盤づ
くりとして、多文化共生保育に関する幼
稚園教員と保育園保育士を対象とする
研修プログラム、埼玉大学を中心とする
外国人園児及び保護者への有効な情報
提供マップ、保護者と保育者とを繋ぐ有
用な対話集の作成を行った。 
 本研究の特色は、外国人園児やその家族の
日本語による言語コミュニケーションだけ
でなく、保育者「個人」に任されることで困
難を感じている教員・保育者、園児やその保
護者への対応を改善するための、実践的共生
プログラムを作成したことにある。本研究
において作成された支援プログラムは、
今後現場において実践し、その有効性を
検討していく。  
 
 なお、本報告書では、個人及び園の特定を
避けるために、それらに配慮した表現に留め
たが、今後論文等においては、今回の調査対
象についての具体的な報告を行う予定であ
る。 
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